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第７章　　計　　　　　算

　　　　　附　　　　　則

　　　　　ができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する

　　　　　額とする。

（事業年度）

第 ３６条　当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。

（剰余金の配当等の決定機関）

第 ３７条　当会社は、剰余金の配当等会社法第４５９条第１項各号に定める事項につ

　　　　　いては、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によっては定

　　　　　めず、取締役会の決議によって定める。

（剰余金の配当の基準日）

第 ３８条　期末配当の基準日は、毎年３月３１日とする。

　　　　２　中間配当の基準日は、毎年９月３０日とする。

　　　　３　前２項のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる。

（配当の除斥期間）

第 ３ ９条　配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満３年を経過しても

　　　　　受領されないときは、当会社はその支払の義務を免れる。

（監査役との責任限定契約に関する経過措置）

　第７５期定時株主総会終結前の監査役（監査役であった者を含む）の行為に関する会

社法第４２３条第１項の賠償責任を限定する契約については、なお同定時株主総会の決

議による変更前の定款第３６条の定めるところによる。




	定款.pdfから挿入したしおり
	000 表紙おもて
	001 1P-総則
	002 2P-株式
	003 3P-株主総会
	004 4P-取締役および取締役会①
	005 5P-取締役および取締役会②
	006 6P-監査等委員会
	007 7P-会計監査人
	008 表紙うら


